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要旨： 生物多様性保全における学術と実践の乖離は、保全生物学における深刻な課題となっている。対策の一つとし
て、研究者の実践への寄与することが提言されているが、インセンティブの欠如などの課題も指摘されている。一方
で、行政と連携しながら保全実践に寄与し続けている研究機関も存在する。本稿では、ニューヨーク州環境保全局
（DEC）と連携し、実践へ貢献し続けてきたコーネル大学Center for Conservation Social Sciences（CCSS）の事例を紹介
する。CCSSとDECは1970年代から、約50年にわたり根拠に基づく保全を行ってきた。現在では組織間での公式な
契約、プロジェクトの進め方のスタイル、そして、両者間の信頼関係などの枠組みが構築されている。行政との連携
において、CCSSの卒業生や現在の職員らが共通して強調しているのは、行政とのコミュニケーションと現場のニー
ズを理解するための聞き取りの重要性である。実際、CCSSとDECの共同プロジェクトの初期段階では、ミスマッチ
が起こらないよう現場の問題の特定から社会実装に至るまでの道筋について、丁寧に共通認識が構築されていた。研
究の中期・後期段階においても、日常的に緊密なコミュニケーションが図られ、データの解釈や執筆の段階では、学
術的視点と実践的視点の双方からデータや成果が検証された。その結果、論文や報告書の執筆が終わる段階では、行
政の担当官はデータを他者に説明できる水準までに理解を深め、社会実装へと円滑に移行することができていた。こ
の根幹にあるのは質の高いコミュニケーションであり、研究から実装までの過程を通して、双方によるオープンな対
話と、共に目標達成を志向する姿勢が基盤となっていた。
キーワード： アメリカ、行政との連携、研究機関、研究と実践の乖離、根拠に基づく保全

はじめに

世界各地で生物多様性保全の研究や対策が実施されて
きたが、未だに多くの種が絶滅の危機にある。その要因
の一つとして、学術研究と保全実践の乖離があげられる
（Knight et al. 2008; Kadykalo et al. 2021）。この乖離は深
刻な問題と認識され、乖離の構造や要因を明らかにする

研究が多く行われてきた（Sunderland et al. 2009; Gossa 
et al. 2014; Jarvis et al. 2015; Amano et al. 2016; Toomey 
et al. 2017; Montgomery et al. 2018）。
また乖離を解消する方法も模索されている。特に研究
から実践へ移行する段階、すなわち、アクターが研究者
から実践者に移行する際の知識移転の在り方を提案する
ものが多い。これらの提案は研究者の役割という視点か
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ら大きく二つに分けることができる。
一つ目は研究者が科学的知見の提供者として、科学的
知見のアクセスのしやすさ、わかりやすさ、研究テーマ
の連続性を向上させることで、乖離を解消しようという
試みである。例えば、保全課題に対し、要約された情報
をオープンかつ一元化することで、実践者がよりアクセ
スしやすい環境を整備する試み（例：Evidence-based 
conservation　https://www.conservationevidence.com/，
2025年4月30日確認）や、 科学的情報の複雑さ
（Lawton 2007）を踏まえて研究成果をより分かりやすい
形で実践者へ届けようとする提案（例：サイエンスコ
ミュニケーター（大澤・上野 2017）、研究テーマを現状
評価、脅威の背景要因の特定から保全対策の提案・デザ
イン・実施・評価まで連続させることで、根拠に基づく
効果的な種の保全へとつなげる提案などがある
（Williams et al. 2020）。
二つ目は研究者が直接実践へと寄与あるいは実践者と
共同で知見を創出する試みである（Arlettaz et al. 2010; 
Nel et al. 2016; Fabian et al. 2019）。研究者が実践者と関
わりながら研究を進めることは、行動可能な知見の創出
に効果的とされるが（Beier et al. 2017; Carr Kelman et al.  
2023）、研究者としての評価とは結びつかないためイン
センティブの欠如の問題が指摘されている（Kadykalo 
et al. 2021）。本稿では、このように難しいとされるアプ
ローチを研究機関として実施し続けているコーネル大学
Center for Conservation Social Sciences（以下CCSS）の取
り組みを紹介する。

CCSSは1970年代に前身であるHuman Dimension 
Research Unit（以下HDRU）を設立、 ニューヨーク州
Department of Environmental Conservation（以下DEC）と
の連携を開始し、社会科学的な知見を保全実践の意思決
定に利用する研究や教育を進めていた（Brown and 
Decker 1979; Matffeld et al. 1998）。 この分野において
HDRUは先駆けであった。全米の他の大学では人側の事
象（Human Dimensions in Wildlife Conservation）を理解し、
保全実践に利用できる知識やスキルを有する人材育成の
必要性が指摘され始めたのは1990年代のことであり
（Gigliotti and Decker 1992; Cannon et al. 1996; Saberwal 
and Kothari 1996; Jacobson and McDuff 1998）、HDRU設
立から約20年後となる。HDRUは2018年にCCSSと改
称し、現在は社会と生態系との相互作用に関する意思決
定、リスクマネジメント、環境変化への対応、政策立
案、計画、管理、ガバナンス、理論の発展に寄与する社
会科学的な実証研究をミッションとしている。

本稿では、（1） CCSSと行政との連携の様相（2）実践へ
と円滑な移行を可能とする要因の推察について記述す
る。情報については、文献調査、CCSSの教職員、大学
院生、卒業生への聞き取り、現在進行中の行政との連携
における参与観察（2024年1月から3月）から収集した。
本稿のCCSSに関する記述については、ダイレクターで
あるBruce Lauber博士とRechard Stedman教授に確認を
お願いした。

CCSSと行政との連携の様相

CCSSとDECは、CCSSの前身であるHDRUの時から
50年以上にわたり、ニューヨーク州の環境保全を共に
行ってきた。保全の研究を意思決定に活かすためのモデ
ルとしては、学術機関と保全行政が分離しているモデル
だけでなく、保全行政の中に研究者を包括するモデルな
ども存在する（Cook et al. 2013）。アメリカの多くの州が
野生動物管理・保全行政内において研究部門を有し、さ
らに38の州では大学と行政の共同研究所が設立されて
いる（Merkle et al. 2019）。その中でCCSSとDECは、学
術機関と行政として協働の歴史を歩んできた。現在の
CCSSとDECの連携の基盤には、1970年代から保全課題
と社会要請に応答してきた歴史と、その中で築き上げた
信頼関係や連携の形が存在する（図1）。

現在のCCSSとDECの協働の枠組みと資源
CCSSとDECとの協働の枠組みは、5年ごとの合意書

（MoU）と、その下での個々のプロジェクトから構成さ
れる。組織対組織の契約として合意書を締結すること
で、CCSSの親組織であるコーネル大学においてもDEC
の親組織であるニューヨーク州政府においても連携の正
当性や資金が担保され、両組織内の人が変わっても継続
する。また、合意書は将来のニーズや緊急事態にも対応
できるよう抽象度や柔軟性が十分に配慮された内容に
なっている。実際、合意書の更新に関する打合せでは、
次の契約期間内におけるCCSSの人的資源・時間的配分
や学術機関としての方向性、新たな環境保全分野での連
携可能性や、今後起こりうる社会問題などが話し合わ
れ、それらに対応できるよう程度の幅を持たせた更新が
念頭に置かれていた。
この合意書に基づき、毎年、複数のプロジェクトが計
画され実施されている。ここでいうプロジェクトとは特
定の意思決定に寄与する知見を得るための調査研究を意
味する。プロジェクトは単年の場合もあれば複数年にわ

https://www.conservationevidence.com/
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たる場合もある。例えば、狩猟に関する規制を検討する
際には、利害関係者である狩猟者の反応予測に加えて、
効果的な周知方法など複数の調査が必要となり、調査期
間は複数年に及ぶ。2023年度は、データ収集中から完
了間近なものまで、異なる段階にある9つのプロジェク
トが実施中であった。

DECからの予算は5年間ごとに設定され、そこから
個々のプロジェクトへ配分されることとなる。繰り越し
や当初の予定にはない支出なども可能であり、CCSSが
円滑に調査できるよう配慮されている。2016年度から
2021年度の予算は1,592,738米ドル（約2億5000万円）で
あった。この予算には調査費用だけではなくDECのプ
ロジェクトに関わるCCSS側のスタッフの人件費も含
む。CCSS側では2024年3月現在、4名がコアメンバー
（教授・ダイレクター・シニア研究員2名）としてDEC
のプロジェクトに関わっており、適宜、プロジェクト内
容によって連携する外部の研究者を有していた。このコ
アメンバーのうち、教授を除く3名の給与の一部はDEC
の予算から捻出されている。なお、アメリカではThe 
Pittman-Robertson Wildlife Restoration法により、銃器の
売り上げの一部が州の保全部局へ分配されており、重要
な資金源となっている（Conneors and Rea 2022）。2022年

は全米合計で11億米ドル、ニューヨーク州には3,000万
米ドルが配分されており（United State Department of the 
Interior 2022）、この資金はDECとCCSSの予算の一部と
なっている。

現場のニーズから研究設計
プロジェクトについては、毎年2、3月に開催される
会議で決定される。会議には、CCSS側がコアメンバー
4名、DEC側がCCSSとの連携の責任者、現在進行中の
プロジェクト担当者、新たなプロジェクトの担当候補者
らが適宜出席する。会議では進行中のプロジェクトの進
捗状況確認と、翌年度から開始するプロジェクトについ
て検討が行われる。 新規プロジェクトについては、
CCSSの翌年度の人的・時間的資源に応じて、まずプロ
ジェクト数を決定する。プロジェクトの内容は、DEC
側が現場のニーズをリストにしたものから優先的に検討
されるが、CCSS側もアイデアを持ち込む。2024年度
は、新たに開始できるプロジェクト2枠に対し、両者合
わせて15以上のプロジェクトのアイデアが持ち込まれ
た。その中には過去にも検討されたが、実施に至らな
かったアイデアも含まれる。プロジェクトを絞り込んで
いく過程では、将来的な重要性、意思決定への寄与度、

図1. 主な保全課題と意思決定様式およびDECとCCSSの関係の変化
Mattfeld et al. （1998）, Decker et al.（2024a）, Decker et al.（2024b）と聞き取りで得た情報をもとに筆者作成
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緊急性、調査の実現可能性など多角的な視点から検討が
行われた。
例えば、2024年3月の会議ではDECの職員から、外
来種について規制を考えているが、その規制に対する利
害関係者の反応はA（例：反発、行政へのクレーム）あ
るいはB（例：裁判）であることが考えられ、その対策
としてC（例：事前のフォーカスグループインタビュー
による態度把握とワークショップ）あるいはD（例：
ソーシャルマーケティングを用いた地域へのキャンペー
ン）を考えているので、対策を準備するための知見がほ
しいとの要望が出た。この提案に対し、CCSS側は、規
制の草案の具体的な内容、規制実施までのスケジュール
について質問をした。この質問の意図は、研究成果をど
う意思決定に使うかを理解することにある。CCSSのス
タッフは、調査研究の問いを立てる段階で、研究成果の
活用方法について時間をかけて丁寧に聞き取っていた。
CCSSでは現場でのニーズから調査研究の目的設定、そ
の成果を活用した保全策のビジョンまでを、共有する作
業を非常に重要視していた。また、これに対してDEC
も非常にオープンであり、検討中の条文や行政内部の課
題点をCCSS職員に対して提示した。
このプロジェクト初期段階における行政との共通認識
構築の重要性は、CCSSでは強く意識されていた。例え
ば、CCSS内のセミナーでも、他州の行政機関と生息地
保全に関する共同研究を進める大学院生の発表に対し
て、行政が想定しているマネジメントオプションをどこ
まで把握しているのかという質問が出た。研究対象種の
生息域内において、生息域全体を対象とした地域住民の
保全意欲向上に寄与する知見と、劣化が懸念される特定
の植生を保全するための課題解決型の知見は大きく異な
る。つまり、行政の意思決定に寄与できる研究デザイン
になっているかが問われたのである。卒業生も「保全策
Aを検討するために、情報B、C、D、Eを含む地理情報
が必要」程度の共通認識では不十分と述べた。保全策A
が必要になった現場の背景、成果物となる地理情報を実
際に利用する状況や使用頻度、地理情報から意思決定へ
の道筋、地理情報のアップデートの頻度、アップデート
を担当する職員の時間・技術的なキャパシティなど、実
践における具体的な利用状況まで共有できてこそ有効な
研究成果が生まれるとした。
さらに、CCSSでは行政のニーズを徹底的に考慮した
実践的なテーマを、学術的なトピックへと一般化する試
みも日常的に行われていた。例えば、DECからシカ慢
性消耗性疾患（Chronic wasting diseases）の拡大防止に向

け、利害関係者である狩猟者の行動背景の把握と、行動
変容を促すデジタルキャンペーンを効果的に設計するた
めの知見が欲しいとの相談があった。CCSSは狩猟者の
行動に関する知見およびデジタルキャンペーンの効果的
な発信方法と制約を行動可能な知見としてまとめ、DEC
のニーズに応えた。そして、その知見をリスクコミュニ
ケーションの視点から学術的な文脈に落とし込み、人獣
共通感染症予防のツールとしてのソーシャルメディアと
その制約について、DECの担当者と共著で論文にまと
めた（Siemer et al. 2022; Leong et al. 2023）。2023年度に
おいても9つのプロジェクトのうち、7つは論文化され、
現在査読中や執筆中の状態であった。

研究結果から実践へ
調査終了後からデータ分析の段階では、CCSSがまず
重要な部分を簡易な表や図としてまとめ、DECとの間
で共有する。その際、CCSSのスタッフが知見の解釈、
バイアス、意思決定に利用する場合の制約などをDEC
の担当者へ説明する。それを踏まえ、得られた知見が意
思決定の根拠として十分か否か、両者による検討が行わ
れる。データが意思決定の根拠として不十分と判断され
た場合、その程度により、追加で解析や調査が行われる
場合と、新たなプロジェクトとして次年度に提案される
場合がある。
意思決定の核となるデータの共有と同時並行で、デー
タの解析、報告書および論文の執筆が進められる。執筆
過程でもCCSSとDECの間で頻繁なやりとりが行われ
る。意思決定に活用するだけの十分な根拠が分析・提示
されているかなどの確認、分析の追加、追記、修正、削
除を繰りかえす。執筆は主にCCSSのスタッフが担当す
るが、保全への示唆に関する部分についてはDEC職員
によるインプットも積極的に行われ、共同で研究成果を
創出し、それを実践へとつなげる。
具体例として、アメリカクロクマUrsus americanusの
管理の例を挙げる。広大なニューヨーク州（141,300 km2）
では、州を分割した地域単位で個体数管理が行われる。
クマと人との軋轢の程度は、個体数管理の方向性を決定
するうえで重要な項目の一つとなっている。近年、アメ
リカクロクマに対する社会的な許容力（Social carrying 
capacity）に関する調査研究が実施され、①住民による
軋轢の報告数、②人々のクマに対する受容度（Siemer 
et al. 2019）とその決定要因（Siemer et al. 2023）、③ヘア
トラップによるクロクマの密度推定（Sun et al. 2017）か
ら、ニューヨーク州における各地域の社会的な許容力と
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その決定要因が探求された。調査結果は管理側の想定と
実際の社会的許容力には乖離があることを示し、今後の
管理方針へ重要な示唆を与えるものであった。また、地
域住民の受容度を高めるためには、政府に対する信頼向
上が重要であることが示唆された。
この結果を受け、DECの担当者は、同僚や部下に対
して研究成果が示唆することや、クマの個体数管理にお
いてDECの信頼を向上させることの意義や、地域にお
けるマネジメントの改善点などをかみ砕き、日常業務の
中に落とし込んだ形で伝えていたという。CCSSが提言
をせずとも、データの解釈や制約を共有し、保全策への
フィードバックについて議論を重ねてきたことで、担当
者にとってはすでに自分事であり、組織への信頼向上を
目指し変革を進める立場に自ら回ったのである。
この具体例が示すように、プロジェクトの実施後、

CCSSからDECに対して提言が示されることは稀であ
る。DECの担当者は、学会や他州とのマネジメント会
議で発表するなど自分の言葉で他者へ説明ができるほど
に、研究成果に包括されるバイアスや制約、不確実性を
含めた意思決定への活用について理解し、自分事として

社会実装へと動くからである。 この状態をMattfeld 
et al. （1998）はDECの職員が研究成果の社会実装へ向け
た“Spokesperson（代弁者）”となると述べた。

実践への円滑な移行を可能とする要因の推察
CCSSによる研究成果が実践へとつながる要因として、

プロジェクトの初期から後期まで連続して行われる行政
との建設的なコミュニケーションがある（表1）。初期で
は、対面での会議にて、研究の問いを双方で議論しなが
ら立て、調査から意思決定までの道筋も共通認識として
構築される。議論の中では優先順位やスケジュールなど
細かい部分まで話し合われ、研究者側と実践者側の想定
の乖離が回避されていた。中・後期では、日常的に行政
の担当者との間で、データを基に学術と実践の両視点で
インプットとアウトプットが繰り返される。これにより、
行政担当者はデータを深く理解し、意思決定へと迅速に
活かすことができるようになる。また、CCSS側も行動
可能な知見の創出をすることができる。さらに、初期か
ら後期までの全段階を通じての日常的なやりとりにより、
内部・外部の阻害要因も互いに把握しながら進めること

表1. CCSSとDECの連携におけるコミュニケーションとその効果

段階 目的
コミュニケーションの

内容
具体的な方法

行動可能な知見を 
生み出す活動との整合性

研究と実践の乖離に 
おける効果

初期—　
現場のニーズ
から研究設計

共通認識の構築—　
なぜその科学的根
拠が必要で、研究
成果をどう意思決
定に用いるのか？

新しいプロジェクト
について—　
現場の課題、優先順
位付け、想定する保
全策、保全策が実施
されるスケジュール
や規模、 利害関係
者、想定される影響
など

対面での会議—　
少人数でのオープン
で率直な意見交換、
双方の状況を理解す
るための質問、齟齬
が生じぬよう丁寧な
聞き取り

ユーザーのニーズに基づく
研究テーマの設定、研究の
問いを立てる過程でのユー
ザーの参加、傾聴、戦略的な
計画（Carr Kelman et al. 2023）

主要な乖離（Jarvis et al. 2015）
の回避：研究対象の規模、優
先順位、 時間的枠組み、 コ
ミュニケーションの欠如によ
る想定の違い、組織文化

中・後期—　
データ分析・
解釈、報告書
と論文の執筆

意思決定へ向けた
検討—　
データは意思決定
の根拠として、十
分か？ 何を示唆
し、どこまで活用
できるか？

調査結果の活用につ
いて　
データの科学的頑健
性、 バイアス、 制
約、データが包括す
る不確実性、行政側
からの指摘や意思決
定に向けた利用の検
討

頻繁なメール・電話
（適宜、対面）—　
データ解析から執筆
過程で学術的視点と
実践的視点の双方向
からデータを検証、
両者によるインプッ
トとアウトプット

中・後期段階における科学
的な知識と根拠に基づく意
思決定に向けた対話、傾聴
（Carr Kelman et al. 2023）

研究結果の円滑な知識移転、
双方向での知識の共有や学習、
包括的な知見の創出、タイム
リーな情報提供、最も関連性
が高く重要なメッセージへの
迅速なアクセス、データへの
信頼性（Roux et al. 2006; Dubois 
et al. 2019; Fabian et al. 2019; 
Sutherland et al. 2019）

全段階—　
最初の会議前
から実践まで

プロジェクトを取
り巻く外部・内部
要因の共有—　
プロジェクトの実
施における阻害要
因が発生していな
いか、対策は必要
か？

組織内外の状況や変
化について　
組織内の人事異動、
利用できる資源の変
化、問題の発生（現
場の状況など）

メール・電話　
組織内のメールや直
面する問題を可能な
範囲で開示

傾聴（Carr Kelman et al. 2023） 内部・外部要因による影響の
把握と管理
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で、突発的な事態にも安定して対応できるようになる。
このようなコミュニケーションを可能にする背景要因

として、大学側と行政側の両者に対する社会的要請の存
在があげられるだろう。アメリカの大学における社会貢
献の理念は、長い歴史を持ち、公共政策への寄与は主な
貢献の一つである（五島 2006）。特に土地付与付き大学
（Land-grant University）は、国有地を州政府に払い下げ、
その売却益を利用して創立された大学であり、教育、研
究と並んで、社会への貢献が創立時から使命とされてい
る。コーネル大学も1863年にモリル法が適用され、大学
のホームページでも教育、研究と並列して公共へのサー
ビスが使命として明記されており（https://landgrant.cornell.
edu/，2025年4月30日確認）、CCSSでの聞き取りでも、土
地付与付き大学としての使命でもあることは言及された。
また、行政側にも、根拠に基づく意思決定を重要視せ
ざるを得ない事情がある。CCSSとDECの連携を観察す
る中で“Defensible decision”（利害関係者に対して説明可
能な意思決定で、過去にさかのぼって意思決定を評価さ
れても根拠が存在する）という文言が使われていた。ア
メリカでは民主主義であれば住民の声が政策に反映され
ることは当然とされ、それは森林保全や野生動物の保全
においても同様である（柿沢 1993；桜井・江成 2010）。
実際、DECには以前に住民投票（a ballot initiative）によ
り、オジロジカOdocoileus virginianusの管理策が覆され
た経験もある（Mattfeld et al. 1998）。このような緊張感
の中では、根拠に基づく意思決定は不可欠であり、その
根拠としての科学的知見が重要視されるのは想像に難く
ない。
これらの社会的要請を鑑みれば、両者には協力する合
理性が存在し、質の高いコミュニケーションが発生しや
すい状況になりやすいとも言える。しかし、これだけで
は、多くの先行研究で指摘されているような研究と実践
の乖離解消に至るインセンティブの説明としては不十分
であろう。実際にDECでは1980年代には業務との親和性
の低さや、 業務負荷が増えることへの抵抗もあった
（Mattfeld et al. 1998）。しかし、多様化する利害関係者と
複雑化する意思決定の様式において、CCSSとの共同研究
により得られる根拠の重要性は理解され、1990年には
DECの職員にとって、CCSSとの研究活動は意思決定の一
部であると認識されるに至っている（Mattfeld et al. 1998）。
また、CCSSでも他の研究機関と同様、大学業務の多
様化などによる職員の研究時間の短縮、CCSSを内包す
るコーネル大学Department of Natural Resource and the 
Environmentにおける評価の維持などの課題と無縁では

ない。それでも半世紀もの間、公共政策に寄与し続けて
きたのは組織のプリンシプルが重要な役割を果たしてい
ると思われる。行政批判ではなく協働を、現場の課題か
ら学術的独自性を見出す難しさよりも可能性をと、現在
のCCSS職員とHDRU時代の卒業生が強調した点には、
世代を超えて一貫性がみられた。CCSSの以前の教授は
行政職員とできるだけ出勤時間を合わせて話をしていた
そうであり、現ダイレクターも保全実践へ貢献したいと
いう真摯さをもって行政と対話することを大切にしてい
る。CCSSの姿勢は、行政との連携を円滑にし、保全の
現場での新たな課題に対応するための新しい研究テーマ
の創出を可能にする。さらに、CCSSのプリンシプル
は、アメリカ国内外の名門大学を出た学生や、世界各国
の保全現場の職員、行政職員、国際援助関係者まで様々
な背景を持つ学生を惹きつける魅力となり、研究と教育
の基盤が強化されるという好循環が見られた。CCSSで
は、行政との協働は研究の外在的負荷としてではなく、
毎週の研究発表において当然のように質問や議題にあが
る行為であり、研究の一環と認識されていると言える。
すなわち、CCSSとDECのコミュニケーションを可能
にする背景要因として、社会的要請、行政における科学
的知見の重要性の認識、研究機関側のプリンシプルが存
在していると考えられる。これらの要因を踏まえ、最後
に日本への応用可能性について考察したい。まず、背景
要因については、同一の形ではないものの、日本におい
ても類似の条件が一定程度存在しているのではないかと
考えられる。例えば、大学に所属する研究者が委託事業
や専門委員会などを通して公共政策に寄与する枠組みは
存在する。すべての行政機関に当てはまるわけではない
かもしれないが、一部行政では科学的知見の積極的な活
用が求められている（黒江 2021）。また、「保全生態学
研究」でも2017年に特集が組まれるなど、学術機関内に
も実践への寄与を重んじる研究者も少なからず存在する
ことが推察される。このような共通点は認められるもの
の、核心的な部分、すなわち、コミュニケーションの連
続性においては相違もあると考えられる（図2）。そこ
で、この連続性を高める枠組みを構築できれば、CCSS
とDECの事例を応用可能であると思われる。
具体的な方法としては、研究機関と行政の担当部局か
らそれぞれ数人を選出し、意思決定に資するための研究
チームの創設が挙げられる（Mattfeld et al. 1998; Merkle 
et al. 2019）。チーム内では、インフォーマルな形で社会
的な課題や保全の方向性について率直に話す場と、現場
の問題把握から調査計画、社会実装まで継続したコミュ

https://landgrant.cornell.edu/
https://landgrant.cornell.edu/
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ニケーションが肝要となる。特にプロセスや判断基準の
透明性を重視した構造的意思決定（Structured decision 
making）（例：Gregory et al. 2012）が導入されている場合
は、 研究者と実践者の協働が機能しやすい（Merkle 
et al. 2019）。構造的意思決定（順応的管理もその一つ）
においては、科学的知見や不確実性の明示が不可欠であ
ることと、意思決定の上での不確実性の削減、質の向上
に向けて調査研究の必要性が生まれるため、研究者と実
践者が協働する機会が必然的に増えるからである。ま
た、研究チームにおいて、各々が業務へのコミットメン
トや組織内での正当性や資金を担保するには、公式な書
面で契約を交わすことが効果的である（Mattfeld et al. 
1998; Lauber et al. 2011）。
このような研究機関と行政との連続したコミュニケー
ションを可能にする体制を長期的に構想し、漸進的に進め
ることができるのは日本の強みではないだろうか。アメリ
カでは、官公庁の人事異動だけでなく、政権交代によって
も方向性が劇的に変化する場合や、地域住民による直接
投票で保全策が覆る可能性もある。日本は比較的安定し

た政治的・社会的環境を有しているため、研究チームな
ど、各現場に合わせた枠組みを段階的に整備していくこと
ができるだろう。ただ、構造が不十分であったとしても、
核となるコミュニケーションが確立できれば、応用は十分
に可能であると思われる。最も重要なのは研究機関と行
政の双方によるオープンな対話と、共に目標達成を志向す
る姿勢を伴うコミュニケーションを研究初期から後期まで
連続させることである。これは形式に依存せず、今すぐ、
少しずつでも取り組むことができるのではないだろうか。
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図2. 学術機関と行政との連携の各形態におけるコミュニケーションの連続性の違い
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